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２．施策の役割分担

３．評価結果
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③住民の期待水準との比較 （住民の期待よりも高い水準か、低い水準か、どんな意見や要望が寄せられているか？）
・住民の救急業務に対する関心は、直接生命に関わることから高い。救急車の現場到着所要時間は、ここ数年横ばいで
推移している。富地域の一部は、地元要望により、真庭市消防に業務委託して、所要時間の短縮を図っている。
・日頃から防災の備えをしている町民の割合は約４４％となっているが、全国的な災害状況を受け、防災に関する関心も
高まっている。今後、地域からの意見等を踏まえ、避難場所の指定等や河川監視カメラの増設、推進体制の強化を図っ
ていく。

２．施策の成果実績に対する 年度の取組や目標達成度
年度の主な取組の成果（改革改善した取組、目標の達成度は？）

・新たに指定避難所、指定緊急避難場所を追加し、指定避難所３７施設、指定緊急避難場所５施設となった。また避難所
の一部に公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行い、災害発生時の情報伝達手段の確保、災害対応の強化を図った。
・毎年度実施している小型動力ポンプ付積載車、小型動力ポンプの更新に加え、消防団の安全性向上のため、編上げ安
全靴、耐切創手袋、投光器、発電機を整備した。
・非常食や飲料水などの災害時備蓄品ほかに、避難所での感染症対策とし、パーテーションを整備した。その他停電時の
対策として、発電機、プラグインハイブリッド車の整備も行った。
・自主防災組織については、９３行政区中、１８行政区が未結成のため、地域での実情を確認しながら、啓発活動に取り
組むとともに、地域での防災リーダー育成を図るために、防災士の資格取得に必要な経費を助成できる取組を行った。ま
た、子供たちを対象に防災講座を開催し、防災に関する体験を行い、防災意識の向上や啓発を図った。

３．施策の今後の課題と改革改善の方向 （うまくいかなかった取組や事務事業は？その原因は？）

102.4%

⑤成果指標
設定の考え方

消防・防災対策の対象は、住民の身体、生命及び財産であることか
ら、火災発生件数、自主防災組織の組織率等を成果指標とした。

施策成果向上
に向けた

住民と行政との
役割分担

①住民の役割　（自助・共助・協働でやるべきこと）
　 自治会や各種団体が中心となり、人工呼吸、心臓マッサージ、AED使用
等による救命措置を実施するとともに、早期に対応ができるよう、平常時
から普通救命講習等により各種知識の習得に取り組む。
　 また、「自分たちの地域は、自分達で守る」との考え方に基づき、自主防
災組織の結成に当たっては、自治会等で検討し、組織化を図るとともに、
結成後は、各地区における自主防災訓練等を実施する。

１．施策の成果水準とその背景・要因
①成果指標の時系列比較 （成果は向上したか？低下したか？要因は？）
・令和２年度の町内における救急車出動件数は、６５９件と昨年度と比較して７１件の減となったが、１日当たり約２件と高
い水準にある。
・令和２年度の火災件数は、１２件（建物火災７件、林野火災２件、車両火災２件、その他火災１件）で、前年度と比較して
４件増加した。火災件数にカウントされない野焼き等による警戒出動も２件あり、引き続き防火意識に対する啓発が必要
である。一方、温暖化に伴う局地的な集中豪雨が多発するなど自然災害が多様化・激甚化しており、特に出水期や台風
に警戒が必要である。

エ 自主防災意識を高める
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ア
救急車の現場到着所要時間
津山圏域消防平均（参考）

⑥成果指標の
把握方法と
算定式等

ア、イ、ウ　岡山県消防防災年報・くらし安全課及び住民意
識調査資料による。
エ　自主防災組織の組織率は、組織参加世帯数÷町内全
世帯数で算定される。
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②他団体との比較 （近隣市町、県・国の平均と比べて成果水準は高いのか、低いのか、その背景・要因は？）

・防災行政無線は市町村合併後廃止し、町内全域に光ファイバ敷設による屋内告知器や屋外拡声器の情報伝達方法へ
移行した。また有線テレビによる文字放送、テロップ表示による情報伝達も行っており、危機管理センターなど防災拠点と
なる施設や雨量観測局、河川監視カメラも整備されている。
・自主防災組織の組織率（組織がある地域の世帯数を町内全世帯数で除したもの）は、美作県民局管内では、真庭市、
美作市に次いで低い。一部地域では、高齢化が進み、避難や声掛け等はできるが、組織で行う防災活動が困難な状況も
あり、町全体の組織率の１００％には至っていない。自主防災組織設立が可能な地域においては、設立に向け、出前講座
や組織設立ガイドブックなどの配布を行い、啓発活動の強化を図ることが必要である。
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②施策の意図（対象をどうしたいのか） ④成果指標（意図の達成度）

→

・消防団員は会社員が多いため、昼間の人員確保が課題であり、火災等の未然防止が重要となっている。そのため、企業に消防団活動への一層
の理解と協力をお願いし、消防活動に参加しやすい状況づくりを進めていく必要がある。また、装備品については、充実強化に加え、防火パレード
や見回りなどの火災予防活動を引き続き積極的に行う必要がある。
・自主防災組織の組織率は約８４％となっており、少しずつ上昇しているが、一方では、高齢化が進み、結成した組織の運営や活動ができなくな
り、組織を解散する地域もあった。地域の実情にあった防災活動ができるように、引き続き出前講座の開催等を通じて、活動の拡充を推進する。
・新型コロナウイルスの感染拡大への警戒が続く中、感染症に自然災害が重なる「複合災害」への備えが課題となっている。町ホームページや広
報紙を通じて、平常時から自分が住む地域の災害リスクを把握すること、災害の危険性が少ないと判断される場合は、必ずしも、町が開設する指
定避難所へ移動する必要はないので、自宅家屋内の二階などの安全な場所を探してとどまったり、親戚・知人宅、地域の集会所などで難を避け
る分散避難を検討するよう普及啓発する。

ウ 被害を最小限に抑える

②行政の役割　（町・都道府県・国がやるべきこと）

　 町においては、道路整備の推進、自主防災組織の組織率向上のための施策
等を講じる。また、消防団については、消防施設・設備の充実、団員の資質向上
等に係る施策を推進する。さらに、迅速かつ的確な避難情報等の発信、避難場
所等の整備・充実を図るとともに、要配慮者等に対する避難体制の整備に努め
る。
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